
新型コロナウイルス感染症対策に関する意見書 

 

新型コロナウイルス感染症が猛威をふるい、世界全体が感染への不安と多様

な困難に直面している。国内でも全国に及んだ緊急事態宣言は、５月２５日に全

面解除となり、新しい生活様式のもと、学校の再開や休業要請の緩和などが示さ

れたところである。本町においては、幸い陽性反応者は出ていないものの、周辺

市町では院内や施設等での感染者もあることから、依然、継続的な感染予防措置

が求められている。これらに対し、国･県、そして市町村独自の支援策が展開さ

れているものの、抜本的な予防、治療法確立まで、まだ時間を要する状況下にお

いて、感染症第２波、第３波に備えた対策の充実が求められており、下記の事項

に特段の措置を講ずるよう強く要望する。 

1. ｢神奈川モデル｣に代表される、新型コロナウイルス感染症に係る検査･治療

体制の拡充と、地域医療の確保･連携を支援すること。 

2. 国民生活や地域経済への影響を最小限にとどめるよう、手続き書類や受給等

の簡素化を前提に、適切な財政支援、無駄のない経済対策を実施すること。 

3. 医療関係物資の安定供給、医療従事者の安全確保への対策を拡充すること。 

4. 学校の臨時休業に伴う児童･生徒へのケアや家庭への支援、オンライン教育

を含めた教育支援等、自治体が行う措置を速やかに支援すること。 

5. 自治体の税収減が懸念されることから、国にあっては、感染症対策や避難所、

その他の対策を講じる自治体への財政支援を継続的に行うこと。 

6. 治療薬及びワクチンの開発に向けた取り組みを早急に拡充すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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